






















































































































フランス商業条令（Ordonnance de Commerce 1673）は2年毎に，フランス商事
法典（Codede Commerce 1807）は 1か年毎に，すべての商人に対し財産一覧表














(3) 信託基金論の思考は， U.S.巡回裁判所における Story判決に遡ることができる。（Wood



















































































































































































(7) 主観価値（SubjektiverWert ）説の思考は， ドイツ商法1884年の改正に結実した






























































注（1) G.S. Hills, Model Corporation Act, Harvard Law June 1935，同旨：
G.H.Newlove & Garner, Advanced Accounting 1951P.35, G. S. Hills, J. 
of A.vol.57, P.473 
(2) H.W.Ballantine, ibid, P.479 

























































の宣言をなすことはT、きないものとする（H. W. Babb & C.Martin, Business 




Dividends may be declared and paid in cash or property only out of 
the unreserved and unrestricted earned surplus of the corporation, except 
as otherwise provided in this section ( See.40 (a), Model Business Corp-






























































































































(4) 大住達雄「前掲書」 100頁，味村治外「前掲書」 8頁，再調達価格主義を原則とする
田中誠二教授によれば，同一条文の1項但し書と 2項とで「時価」を別な意義に解す
ることは，なるべくさけるべきであるとされる（「前掲書」511頁）また山村忠平教授も
「継続企業を前提として，損益計算を重視する考え方の下においては」再調達価格が
適当であるとされる（「商法改正要綱の資産評価規定について」産業経理20巻12号）。
しかし 2項は，会計慣行である低価主義を採用したものであるから，再調達価額また
は処分価額のいずれでも差しっかえないと解する。
(5) 渡辺進「流動資産の評価について」企業会計14巻4号
(6）計理体系委員会「『商法改正要綱法務省民事局私案』に対する意見書」原価から著しく
低くない程度まで回復する見込みがあれば，時価を付す必要はないと解する立場があ
る（田中誠二・久保欣哉「前掲書」 139頁）。
(7）時価が取得原価より著しく下落した場合の評価損は，原則として，営業外費用また
は特別損失として表示しなければならない〔注解修正案10(2）〕。
(8) 通説によれば，ここに「著しい」とは慣行・社会通念による。別言すれば経済人と
しての健全な良識によって決せられると（田中誠二・久保欣哉 F前掲書」 138頁）。
(9) 計理体系委員会「前掲意見書」
(10) 番場嘉一郎「流動資産評価勘定の批判」会計81巻 5号，黒沢清教授によれば，「但し
書は，時価主義を意味するものではなくて，回収不可能の原価の部分を損失として，
取得原価から控除し，原価を帳簿上修正することを意味し，原価主義の建前を崩した
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ものではないと解釈すべきである」とされた（「改正商法における資産評価の継続性」
会計81巻 5号）。
(1) 田中誠二「前掲書」487頁，継続性原則の具現例として，ほかに285条の3①がある（田中
誠二・久保欣哉「前掲書」48頁）。否定説：味村治「商法改正要綱案全文およびその解説」
産業経理22巻3号，上田明信「商法における資産の評価と継続性の原則」企業会計14巻
8号，しかし，会計上継続性（consistency,Kontinui凶t）の意味するところは必ずし
も単純ではない（田島四郎「企業理論における「継続法』の諸問題」企業会計14巻8
号）。なお法人税法基本通達旧 179, 商法計算規則3条参照
(12) 反対意見としてJ会計原則上にみられる低価主義は，原価，時価という評価主義と
並列して存在する独立の評価基準ではなし取得原価主義に対して是認される唯一の
例外である」と（山下勝治「低価主義強制論の批判」産業経理21巻5号）。
(13) 拙著「財務会計研究」第9章低価主義批判の変遷， ARBNo.43参照
低価主義を適用する場合における時価としては，連続意見書第4，法人税法施行規
則28条l項，基本通達5-2 -12～15参照
再調達価額をとる立場は，それが下落すれば，販売価額もまた下落するであろうと
の推定を根拠とする。販売価額基準で時価を考えるものは短期的な観点に立って回収
可能の原価を考えているのであり，再調達価額基準で時価を考えるものはやや長期的
な観点に立って回収可能の原価を考えているものといえる（渡辺進「低価主義の意義」
企業会計12巻15号）。
(14) 反対説：田中誠二・久保欣哉「前掲書」 141頁
（！日 阪本安一「改正商法における資産評価基準」会計83巻3号，この点，連続意見書第
4によれば，「時価の反騰に応じて，前期以前に期間費用に配分された棚却資産の一部
又は全部を当期の収益に繰り戻す結果を生ずるが，低価基準をささえる保守主義の思
考からすれば，時価の反騰を度外視する方法による低価法の方が妥当と考えられる」と。
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